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1 はじめに 

構造物の地震時の設計法は，構造物の地震時の動的な

挙動を考慮して構造物の性能を評価する動的な設計法と，

構造物の動的な応答を簡易に静的な指標に置き換えて性

能を評価する静的な設計法がある。道路橋の設計基準で

ある道路橋示方書の場合には，平成7年の兵庫県南部地

震を踏まえて改訂された平成8 年度版以降，道路橋基礎

の設計は大地震時の設計は地震時保有水平耐力法による

静的な設計法，すなわち上部構造位置に静的な荷重を作

用させた時の基礎の状態について照査する方法が示され

ている 1), 2)。一方，動的解析は地震時に道路橋に生じる

時々刻々の動的な応答を推定することができる手法であ

るが，その解析は非常に複雑であり，解析手法，入力地

震動の選定方法や波数，構造物や地盤抵抗のモデル化，

解析パラメータの設定方法，耐震性能を確保するための

照査用の限界点の評価と照査値の設定等，設計法として

確立させるためには依然多くの課題，確認事項が残され

ているのが実状である。 

ただし，過去の大地震において，現行の道路橋示方書

の照査を満足していない既設橋の損傷が軽微な状態にと

どまっていることが多く，現行の道路橋示方書の照査を

満足しない既設基礎がすべからく大地震時に甚大な損傷

に至るとは限らないと言える。これは個々の橋梁の状況

による所も大きく，要因を一概に特定することはできな

いものの，本来の動的な挙動を静的な挙動に置き換えて

設計されていることは要因の一つとなっている可能性が

あり，動的な挙動を推定することで大地震時における既

設橋の損傷の可能性をより適切に評価できる可能性があ

ると考えられる。社会資本の予算が縮減され，新設橋の

建設や既設橋の補強のより一層の合理化が求められてい

る今，従来の簡易な静的な照査法の枠組みにとどまらず，

より高度な手法の採用も含め，耐震性を合理的に評価す

る照査法が必要である。この従来の静的照査法に代わる

照査法として，橋梁の動的な挙動に基づいて照査する動

的照査法が検討され，その照査に用いる動的挙動の推定

方法として，動的解析が期待されている。以上から，筆

者らは構造物の設計法を合理化するために，動的解析が

有する課題を解決し，動的照査法を提案することを目的

として検討した。具体的には，過去に実施した道路橋基

礎を対象とした加振実験を動的解析で再現し，さらに地

盤の物性値をばらつかせて解析することで，動的解析モ

デルの推定精度を確認した。さらに，動的照査法におけ

る照査点，具体的には基礎の降伏の目安について検討し

た。 

 

2 本研究の対象 

上述の通り，動的照査法の適用が求められている背景

の一つに，既設基礎の耐震性の合理的な評価がある。そ

こで，本研究は，既設の道路橋の橋梁基礎のうち最も実

績の多い杭基礎を主な対象とし，橋の供用期間中に発生

する確率は低いが大きな強度をもつ地震動(以下，「レベ

ル2地震動」という。) に対する動的照査による耐震設

計法を研究するものである。 

 

3 解析モデル 

3.1 解析モデルの概要 

本研究で用いた動的解析モデルの概要は，図-3.1.1に

示す通りである。それぞれのモデルの詳細は，3.2 以降

に示す。 
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モデル化において考慮した要素は，地盤，下部構造（基

礎，フーチング，下部構造躯体），上部構造とする。躯体

は，上部構造慣性力作用位置，および下部構造躯体をい

くつかの要素に分割した中心位置に重量を集中させた質

点を配置し，それらの質点を梁要素でつなぐモデルとす

る。橋脚基部については，基礎に先行して塑性化する等，

橋梁の応答を決定づける損傷が生じる可能性があるため，

曲げによる非線形性を考慮できるように，モーメントM 

― 回転角のバイリニア型モデル，モーメントM ― 曲

率のトリリニア型モデル等を採用する。また，3.3に示

す地盤抵抗をモデル化したバネを地盤と構造物との間に

配した。地盤抵抗のモデル化は，杭体および杭・地盤間

の地盤抵抗を無視してフーチング下面に基礎の鉛直・水

平・回転抵抗をモデル化した集約バネを配するのではな

く，周辺地盤・地盤と杭もしくはフーチングという構造

物間に，深さ方向に複数のバネを配したモデルとした。

これは，橋の挙動は慣性力と地盤変位に支配され，特に

地盤変位は深度方向に異なると考えられ，その結果，構

造物に与える影響も異なると考えられることから，この

影響を考慮することを目的としたものである。周辺地盤

のモデル化にあたっては，無限に広がる地盤をモデル化

することはできないため，モデル化する領域の違いによ

って解析結果に大きな影響が生じない程度の領域をモデ

ル化した。玉野の検討によれば，基礎底面積の100倍程

度の領域をモデル化しておけば大きな影響はないとされ

ている 5)ことから，ここでもこの程度の領域をモデル化

した。なお，いずれのモデルにおいても，荷重の繰返し

を考慮した履歴則を組み込んでいる。 

実際の地震においては，地震動は基礎の下から伝達す

るため，地盤の拘束圧や減衰の影響などにより，構造物

に作用する地震動の大きさは深さ方向で異なる。そして，

地盤が振動し，その変位が構造物に作用することで，構
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図-3.1.1 解析モデルの概要 
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造物に応答が生じる。以上から，上記のモデルに対して，

地震動はモデル化した地盤の下から入力する。 

 

3.2 自由地盤のモデル 

本研究では，水平方向の地震動に対する動的解析モデ

ルを提案することを目的としているため，地盤は一次元

水平成層地盤としてモデル化した。その際，各層の質量

を各要素に配した質点に集中させ，質点間を水平せん断

バネで連結してモデル化した。水平成層地盤としてモデ

ル化する場合，要素長によって解析で考慮できる最大振

動数が異なる。文献 16)には，要素長と考慮できる最大

振動数の関係式として次式が示されており，本研究では

この値を参考に要素長の妥当性を確認した。 

 

fmax = Vs / (5l)・・・・・・・・・・・・・・・(3.2.1) 

 

ここに，fmax: 解析で考慮できる最大振動数(1/s)，Vs: せん

断弾性波速度(m/s)，l: 要素長である。 

 

3.2.1 せん断応力―せん断ひずみ関係の骨格曲

線と履歴曲線 

一般的に，水平せん断バネとしては，せん断応力 ―

せん断ひずみ 関係として示され，その骨格曲線は，式

(3.2.2) に示すような双曲線モデルや，式(3.2.3) に示すよ

うなR-Oモデルなど採用されることが多い。また，履歴

則としては， 一般的にMasing則が用いられる。 

 

 = G0 / (1 – / r)・・・・・・・・・・・・・・(3.2.2) 

 = f

/ G0・・・・・・・・・・・(3.2.3) 

 

ここに，：せん断応力，G0：せん断弾性係数，：せん

断ひずみ，f：最大せん断ひずみ， r：規準ひずみ，, ：

フィッティングパラメータであり，次式で与えられる。 

 

hmax = (2 / ){・・・・・・・・・・(3.2.4) 

 = 2
・・・・・・・・・・・・・・・・・(3.2.5) 

 

ここに，hmax：最大減衰定数である。 

R-Oモデルにおける, は，式(3.2.4), (3.2.5) に示すよ

うに，最大減衰定数hmaxの関数として表すことができる。

その一方，履歴則としてMasing則を用いる双曲線モデル

は減衰定数を調整するパラメータがなく，大ひずみ域で

は減衰定数が最大で2/ (≒63.7%) にまで達する 6) ため，

ひずみレベルが大きくなると履歴減衰を過大評価する可

能性がある。また，履歴ループが大きくふくらむことで，

残留変位が過大評価されることがある 7)。この課題を解

決するため，Ishihara, et. al. は，履歴曲線の形状を自在に

修正できるモデルも提案している 8)。Ishihara, et.alのモデ

ルは骨格曲線を式 (3.2.2)，履歴曲線を式 (3.2.4)で表す

H-D モデルを基本としている。以下，本文ではこれを

Ishiharaモデルと呼ぶ。 

 

h = hmax(1– G / G0)・・・・・・・・・・・(3.2.4) 

 

ここに，h：減衰定数である。 

これらのモデルの違いによる解析値の違いについては

いくつかの研究例がある。例えば谷本らは応力―ひずみ

関係を双曲線モデル，R-Oモデル，Ishiharaモデルに変化

させて解析し，規準ひずみが 0.05%程度の場合に生じた

ひずみは0.5~0.7%程度であり，大きな違いはない。一方，

吉田らが行った解析では，双曲線モデルと Ishihara モデ

ルでは規準ひずみ0.142%の土層で5~7%のひずみが生じ

ており，両者の違いは短周期領域の加速度応答に特に強

く表れている 20)。 

また，本研究のように，バネを深度方向に複数配する

モデルでは，地盤の拘束圧が地盤のせん断剛性やせん断

強度に与える考慮した応力―ひずみ関係とするのが望ま

しいと考えた。そこで吉田らの方法 9)を参考に，地盤の

拘束圧を応力―ひずみ関係に考慮することとした。 

 

3.2.2 地盤の減衰の考慮 

上記のモデルにおいては，土の履歴減衰をせん断応力

－せん断ひずみ関係の履歴則の中で考慮している。また，

必要に応じて解析領域底面における逸散減衰の効果を合

わせて考慮することも考えられる。このように，物理的

に有意な減衰特性は解析モデルの中で表現されているが，

数値計算の安定上の理由から，これらの減衰に加えてさ

らにRayleigh減衰が導入される場合が多い。このときの

Rayleigh 減衰は物理的意味をもたないが，剛性比例型と

して1次モード減衰h1=1%程度が与えられる場合が多い。

また，谷本らが実験の再現解析を行った結果，0.5~2.0%

程度としておけば，応答変位を含めてよく再現できるこ

とを確認している 10)。 

  

3.3 地盤抵抗モデルとパラメータの設定 

構造物－地盤間の抵抗としては，基礎と地盤間の抵抗

要素と，基礎以外の部材と地盤間の抵抗要素がある。後

者の例としては，フーチングや頂版，地中にある柱，橋
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台躯体等がある。本研究では，主に基礎－地盤間の抵抗

について述べる。 

 

3.3.1 水平抵抗 

構造物―地盤間の水平抵抗モデルとしては，地盤反力

度pと変位yの関係を表わす水平バネと，地盤抵抗の上

限値を表わす地盤反力度の上限値の2つのモデルを定め

る必要がある。静的照査法においては単調に増加する荷

重を作用させるため，構造物―地盤間の相互作用の評価

としては，初期の剛性および地盤反力の上限値という二

つのパラメータを評価し，道路橋示方書に示されるよう

なバイリニア型のモデルとすればよいと考えられる。一

方，動的解析においては，時々刻々増減する荷重を作用

させるため，荷重の減少に伴う構造物―地盤間の相互作

用の変化を評価する履歴則を考慮する必要があると考え

られる。そこで，下記に示すようにそれぞれの地盤抵抗

について履歴則を組み込んだモデルを用いた。 

 

(1) 基礎―地盤間の地盤抵抗モデル 

白戸らは，杭―地盤間の水平抵抗モデルとして，基本

的に最大点の指向型としつつ，初期載荷・除荷・再載荷

の際の履歴を個別に与え，地盤反力度の上限値に理論式

等の値を用いるp―y関係のモデルを提案している。そし

て，提案したp―yモデルを杭―地盤間に配し，実験結果

のシミュレーションを行っている。その結果，白戸らが

提案するモデルは，正負交番や一方向繰返しという荷重

の違い 11)，粘性土 12)や砂質土 13)の地盤種別の違いにかか

わらず，荷重の繰り返しによる地盤抵抗の低下も評価で

き，実験結果をよく予測できたことを示している。以上

から，本研究においては，構造物―地盤間の水平抵抗モ

デルとしては，基本的に白戸らの提案するモデルを用い

ることとする。 

杭―地盤間の水平方向のバネモデルを，式(3.3.1)，

(3.3.2)に示す。 

 

0H kk k  (3.3.1) 

3 4

0
0 3 0 3

E B
k

. .



 
   

 
 (3.3.2) 

 

ここで，D は杭径，E は地盤の変形係数である。kは

本来曲線であるpy曲線を直線で近似するための補正係

数であり，本解析では，白戸らが実験結果のシミュレー

ションに基づいて提案した値を用いることとし，初期勾

配および再載荷勾配の場合は 0.1，除荷勾配の場合は 1.0

とした。なお，kの値については，現時点では白戸らが

実験結果に基づいて提案した値以上の知見はないが，将

来的には，例えば粘性土は過圧密比，砂質土は想定密度

の関数 14)として，もしくは地盤の応力－ひずみ関係にお

いて，着目するひずみレベルとの関数として求められる

可能性がある。 

地盤反力度の上限値としては，道路橋示方書の式 2) や

岸田・中井の式 13) 等の式を用いることが考えられる。こ

れらの式はいずれも土質力学の理論式によるものである

が，その値はやや異なり，たとえば福井らが岸田・中井

が提案する式を用いて，後述する4.1.1の実験に対する動

的解析によるシミュレーションを実施した結果，比較的

大きな変位レベルに達しても地盤反力度が上限値に達す

ることが無いため，少なくともこの実験においては，岸

田・中井の式は地盤反力度の上限値を大きめに評価して

いる可能性を示唆している 15)。 

また，一般的に，道路橋の杭基礎は一般的に群杭とし

て用いられるため，水平抵抗特性の評価にあたっては群

杭の影響を考慮する必要がある。動的解析における群杭

の影響を評価した研究としては，白戸らの研究がある 13)。

白戸らは，多数の群杭の載荷試験に基づいて，群杭基礎

を構成するそれぞれの杭の抵抗面積を評価し，抵抗面積

の大きさに応じて地盤反力を低減する手法を提案してい

る。 

 

(2) 基礎以外の部材―地盤間の地盤抵抗モ

デル 

 現行の設計法において，フーチングや下部構造躯体と

地盤間の抵抗は考慮しないのが一般的である。この理由

は，次のようなことが考えられる。 

・フーチング底面より上の周辺地盤（以後，フーチング

周辺地盤）は埋め戻し土であるため，掘り返しをしてい

ない杭周辺地盤と違って抵抗が小さいと考えられること。 

・フーチング周辺地盤の地盤抵抗を設計で考慮するため

には十分な埋め戻しが必要であるが，どの程度の埋め戻

しを行えば十分たり得るかについては十分な知見が無い

こと。 

・埋め戻しの程度を考慮した地盤抵抗の評価法が確立さ

れていないこと。 

しかし，既設基礎の耐震性能を精密に評価し，必要最

低限の補強にとどめるためには，これらの抵抗要素を考

慮することができれば，例えば既設橋の耐震性能を合理

的に評価し，補強を最低限にとどめることができると考

えられる。 
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基礎以外の部材と地盤間の水平抵抗要素としては，基

礎以外の部材前面の地盤抵抗，側面の摩擦抵抗が考えら

れる。しかし，上記の通り，これらの抵抗力の評価につ

いては，未だ確立された方法がない。今後，埋め戻しの

程度を考慮した，杭―地盤間の地盤抵抗モデルと同様の

履歴則を考慮した地盤抵抗モデルの開発のための検討が

求められる。 

 

3.3.2 鉛直抵抗 

 構造物－地盤間の鉛直抵抗についても，水平方向の地

盤抵抗と同様に，上限値と上限値に至るまでの抵抗を表

わす地盤抵抗と変位の関係をモデル化する必要がある。 

  

(1) 基礎―地盤間の地盤抵抗モデル 

基礎―地盤間の鉛直方向の抵抗要素としては，基礎の

周面抵抗，基礎の先端抵抗の二つがある。杭基礎の場合，

前者は杭の周面摩擦力であり，後者は杭先端抵抗である。

現行の道路橋示方書における杭軸方向のバネ定数は，多

数の載荷試験における杭頭における荷重変位関係に基づ

き，周面摩擦力のバネ・先端支持力のバネを区別せずに

一つのバネとして評価し，杭頭に配して設計がなされて

いる（以後，L/D法と呼ぶ）。  

L/D 法は主に単杭を対象とした，原位置における静的

な鉛直載荷試験結果を，施工法ごと，地盤種別ごとに分

析して提案された方法である 16) 17)。一方，動的解析に用

いる鉛直バネについては，単調な荷重ではなく繰返し荷

重に対する抵抗をモデル化する必要がある。先端抵抗は

引抜き荷重作用時には無抵抗，周面抵抗は押込み・引抜

き荷重作用時の両方に作用するなど，作用荷重に対する

抵抗特性が異なるため，L/D 法を動的解析に用いる場合

には，この違いを一つにまとめたものとする等の検討が

必要である。 

L/D 法以外の方法としては，周面と先端の抵抗をそれ

ぞれバネとして評価する方法，いわゆるCs―kv法
18)があ

る。これは，周面については，地盤のせん断応力(kN/m
2
)

―地盤の相対変位S (m)関係から滑り係数Cs(kN/m
3
)，先

端については，地盤反力p (kN/m
2
)―鉛直変位v (m)関係

から鉛直地盤反力係数 kv (kN/m
3
)を評価し，Cs, kv をそれ

ぞれ周面と先端に配する手法である。周面と先端に分け

る場合には，それぞれの履歴則を評価し，それを組み込

んだモデルとすればよい。ただし，Cs―kv 法を採用する

にあたって，Csを精度よく評価することは非常に難しい

のが実状である。そこで，中谷らは，Cs―kv法に代わる，

新しいバネを提案している 19)20)。中谷らの提案するバネ

では，Csを評価する必要はなく，kvと先端と周面の荷重

分担を評価することで，先端と周面の抵抗をそれぞれモ

デル化するものである。先端と周面の荷重分担について

も，各工法について，既往の載荷試験に基づいて提案し

ている。本研究では，後述する4章，5章の検討ではL/D

法を用い，6章の検討では L/D 法とCs―kv法の両者を用

いて，結果の違いを比較した。上限値となる極限支持力

の推定式については，道路橋の設計で一般的に使用され

ている道路橋示方書 IV に示される式を用いることとす

る。 

なお，これらのモデルについては，基本的に静的な載

荷試験に基づいて定められたものであるが，近年では，

動的載荷試験により，鉛直支持力特性を評価する研究も

進められている 21)。動的載荷試験は，杭頭に衝撃等の動

的な荷重を作用させる試験であり，鉛直抵抗特性の動的

な特性が評価できると期待されている。今後，標準的な

試験方法の提案や，地盤種別や施工法等の違いを考慮し

た，鉛直抵抗特性の評価法の一般化，設計への反映方法

等，未だ解決すべき事項は多いが，今後の研究でこれら

について知見が得られれば，より実挙動に近い抵抗値を

評価できる可能性があると考えている。 

 

(2) 基礎以外の部材―地盤間の地盤抵抗モデ

ル 

基礎以外の部材と地盤間の地盤抵抗要素としては，フ

ーチング周面および底面の地盤抵抗，下部構造躯体の周

面の地盤抵抗がある。水平抵抗と同様に，これらについ

てもその評価に関する研究例はないが，必要に応じて考

慮することも考えられる。特に，フーチングが回転する

ことにより発生するフーチング底面に作用する地盤の鉛

直地盤抵抗については，基礎の回転およびそれに伴う上

部構造の応答に与える影響が非常に大きいため，特に慎

重に評価する必要がある。本研究においては，フーチン

グ底面の鉛直抵抗を評価できるだけの十分な知見がない

ことから，考慮していない。 

 

3.4 部材のモデル 

RC橋脚の非線形性はM―関係でモデル化し，骨格曲

線はトリリニア型，その履歴則は Takeda モデルとした。

フーチングは剛体とし回転慣性を考慮した。杭体は軸力

変動による剛性変化が適切に考慮できるようファイバー

要素によりモデル化した。杭体のコンクリートはH14道

示に準じた―関係とし，履歴側には修正六車モデルを

用いた。杭体の鉄筋は降伏応力度を上限とするバイリニ
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アモデルとし，PHC杭におけるPC鋼材は，初期プレス

トレスによる応力を考慮した非対称型のトリリニアモデ

ルとした。 

なお, 場所打ち杭のモデル化としては，白戸らの研究

がある。白戸らは，道路橋基礎の中でも最も実績の多い

場所打ち杭について，ファイバー要素を用いたモデルを

提案している 22)。白戸らは，載荷試験を実施して水平荷

重を受ける場所打ち杭の荷重－変位曲線と損傷の進展状

況を対比し，場所打ち杭の耐力低下がコンクリートの剥

落や鉄筋のはらみだしに起因することを確認し，これを

考慮した解析モデルを提案している。その結果，白戸ら

の提案モデルは，座屈発生の判定やそれに関連するコン

クリートの応力―ひずみ関係の荷重保持領域等にまだ改

善の余地があるものの，実験でみられるような耐力低下

挙動の発生，損傷の進展を再現できることを示している。 

 

3.5 減衰のモデル 

減衰は，構造物の応答に極めて大きな影響を与えるパ

ラメータである一方，その設定の方法については明確な

ものが示されていない。本研究では, 事前の実験シミュ

レーションなどにおいて，減衰の値を複数変化させて解

析を行うなどして，試行錯誤的に定めた。 

本研究では，粘性減衰は要素別減衰により与えること

とした。 

固有振動モードごとの減衰定数は，ひずみエネルギー

比例減衰法により求めた。構造物(橋脚・杭体) における

粘性減衰は，地盤の1次モードと構造物のロッキングモ

ードから決まるRayleigh減衰とした。周辺地盤の粘性減

衰は，地盤の1次モードに対する剛性比例型の減衰とし

た。 

また，実験のシミュレーションなどで土槽の中の構造

物を対象とする場合を除いて，粘性減衰の他に逸散減衰

も考慮する必要があるため，本文で報告する規制コンク

リート杭の解析においては，これを考慮した。 

 

4 動的解析モデルの推定精度の確認 

本節では，3 章に示した動的解析モデルの推定精度を

確認することを目的として，実験の再現解析を行った結

果を報告する。 

 

4.1 実験概要 

解析対象としたのは，杭基礎を対象とした2つの加振

実験である。なお，いずれの実験においても杭に発生し

た応力は，杭体の許容応力度以下であった。 

実験 I：砂地盤中の群杭基礎に対する重力場における加

振実験 (2ケース) 

実験 II：砂地盤中の群杭基礎に対する動的遠心実験 (1

ケース) 

表-4.1.1 に，実験ケースの一覧を示す。なお，以降に

示す物理量は全て実物スケールに換算した値である。 

 

4.1.1 砂地盤中の群杭基礎に対する重力場にお

ける加振実験 15) 

実験 I は土木研究所で所有している三次元大型振動台

上にせん断土槽（縦4 m×横4 m×高さ3.5 m）を固定し，

その土槽内に基礎模型を設置，砂地盤を作成後，加振実

験を行ったものである。実験の概略図を図-4.1.1に示す。 

本解析では，文献 29) における Run2―4，Rn2―6 の

実験を対象とした。この2ケースの供試体は，基礎・フ

ーチング・柱からなり，上部構造はモデル化していない。

ただし，上部構造重量により基礎に作用する慣性力を再

現するため，柱の上に上部構造相当の重りを載せている。

重りの重量は，Run2―4は14.60 kN，Run2―6は26.12kN

である。本文では，Run2―4 をCase I―a， Run2―6を

Case I―bとよぶ。 

杭基礎模型は 3×3 本の 9 本群杭である。杭体には矩

形断面の鋼管（材質 STK400，杭径 D＝125 mm，板厚 t

＝4.5 mm，杭長L＝3000 mm）が用いられている。杭中

心間隔は2.5Dである。杭頭とフーチングは剛結合されて

おり，杭先端部は土槽底面にヒンジ結合されている。 

各計測器の設置位置は図-4.1.1に示す通りである。杭

 

表-4.1.1 実験ケース一覧 (遠心実験の場合の数値は実物スケールに換算されたもの) 

実験 Case 地盤構成 
重力場・遠
心力場の違
い 

入力地震動 上部構造の有無 
杭径(mm) 
 / 杭本数 

I 

I―a 
砂質土層 
(先端ヒンジ固定) 

重力場 神戸波 
無し (ただし，上部構
造重量分のおもりを積
載) 

14.60 
kN 

125 / 3×3 
I―b 

26.12 
kN 

II II 
支持層+中間砂層+ゆ
るい砂層 (乾燥砂地
盤) 

遠心力場 
(70G) 

レベル2タイプ
II相当の基盤波  

有り 7634 kN 1120 / 3×3 
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に発生する応力を計測するため，9本の杭のうち，4本の

杭の深さ方向に 13 断面にひずみゲージが貼り付けられ

ている。荷重計の設置位置とひずみゲージ設置断面には，

加振方向の加速度を測定するため加速度計が併せて設置

されている。また，基礎の回転挙動を評価するために，

フーチングの3断面に加振方向および鉛直方向の加速度

計が設置されている。 

実験地盤は杭を土槽に設置した後，気乾状態の東北硅

砂6号を用いて相対密度60～70%を目標に作製されてい

る。図-4.1.1中に示すように，地盤の加振方向の加速度

は，図中に示すように基礎模型のひずみゲージ設置断面

と同じ深度に設置した加速度計により計測した。また，

振動台の動きを捕捉するための加速度計とレーザー変位

計を設置した。 

入力地震動を図-4.1.2に示す．地震動は兵庫県南部地

震における神戸海洋気象台 NS 成分の観測波であり，振

幅調整せずに入力した。 

 

 

 

  

 

図-4.1.1 実験 Iの実験概要 
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図-4.1.2 実験 Iの入力地震動 

 

4.1.2  砂地盤中の群杭基礎に対する動的遠心

実験 

実験 IIは，土木研究所の遠心力載荷実験施設にて実施

された，群杭基礎模型に対する加振実験である。 

実験模型の概要を図-4.1.3 に示す。模型地盤は密度の

異なる乾燥砂による3層構成であり，上方より順に層厚

は12.95 m，16.6 m，4.2 m，相対密度Drはそれぞれ60%，

65%，90%である。 

模型橋梁は全幅員 12.0m の鋼 I 桁橋であり，死荷重反

力6203 kNを想定して作成された。橋脚はT形のRC橋

脚であり，橋脚高さは12.1 mである。基礎は3×3配列

の場所打ち杭であり，杭径1.2 m，杭長27.3 m，杭間隔

3.15 mである。 

模型橋梁は，上記の想定した実橋の上部構造・下部構

造躯体・フーチング・基礎をモデル化したものであり，

杭以外の部位はアルミを用いてそれぞれの重量・重心位

置を実橋に合わせて作成した。模型杭には，想定する場

所打ち杭の杭径および曲げ剛性 EI を概ね一致させたア

ルミパイプ(杭径16 mm，肉厚1.5 mm，杭長390 mm，杭

図-4.1.3 実験 IIの実験概要 
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間隔45 mm)でモデル化した。その結果，杭径は想定した 

実橋よりもやや小さい1.12 mとなり，杭長・杭間隔は想

定橋と同じ値となった。杭とフーチングはDr =60%の砂

質土層に根入れされ，杭先端は，Dr =90%の砂質土層に

根入れされている。 

模型には加速度計とひずみゲージが配置されている。

加速度計は，上部構造，フーチング (水平 1 点，鉛直 2

点)，地盤 (構造物の遠方および近傍)および土槽底面に設

置されている。ひずみゲージは，杭を模したアルミパイ

プの内面に設置されており，杭No.1, 2, 4, 5, 7で4深度に

ついてひずみが計測されている。 

入力地震動を図-4.1.4に示す。これは兵庫県南部地震

における強震記録の逆解析等に基づいて設定されたレベ

ル2地震動タイプ II相当の解放基盤面での基盤地震動波

形 23) から設定されたものである。 
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(a) 振動台上で観測された加速度 
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入力地震動（原波形）
振動台上の加速度計測値
道示L2type-II　Ⅰ種地盤
道示L2type-II　Ⅱ種地盤
道示L2type-II　Ⅲ種地盤
JMA-Kobe NS（参考）

 

(b) 加速度応答スペクトル 

図-4.1.4 実験 IIの入力地震動 

 

 

4.2 解析モデル 

モデル化の対象は，周辺地盤，下部構造，上部構造（実

験 I は上部構造の重量のみ）である。また，それぞれの

モデル化は，3 章に示したモデルを参考に，下記の通り

定めている。 

周辺地盤のモデルは，双曲線を骨格曲線とするモデル

とした。なお，式(3.2.1) におけるパラメータは，①実験

地盤から採取した試料に対する繰返し変形特性試験から

得られるせん断耐力－せん断ひずみ関係，あるいは②実

験データから計算されたせん断耐力－せん断ひずみ関係

を近似するように，逆算して設定した。 

構造物－地盤間の水平抵抗は，白戸らが提案したモデ

ルを用いた。なお，上限値は，道示 IV に記載されてい

る受働土圧に基づく式を用いた。さらに，群杭の影響を

考慮するため，文献 26)に示されている方法で求めた，

群杭効果の補正係数を乗じた。 

鉛直抵抗のバネは，杭頭に集約するバネとした。上限

値については，引抜き時は杭先端支持力が作用しないた

め，押込み抵抗の上限値は周面摩擦力と先端支持力の和，

引抜き抵抗の上限値は周面摩擦力とした。バネの値や支

持力の値は，実験における杭の施工過程を踏まえ，道路

橋示方書 IV下部構造編の中掘り杭の値を用いた。 

 

4.3 実験結果と解析結果の比較 

4.3.1 地盤の応答の推定精度 

全ケースについて，解析により得られた地表面におけ

る応答加速度，応答変位の時刻歴を図-4.3.1に示す。 

前項で述べたように，最大せん断応力f を有効拘束圧

で正規化したパラメータ B については，室内土質試験 

(繰返し変形特性試験) に基づいて設定した場合(f = fM)

と，遠心実験データから計算された応力－ひずみ関係の

フィッティングから設定した場合(f = fc)の2通りについ

て解析を行っており，同図ではこれらの結果と実験にお

ける計測値をあわせて示している。なお，実験における

応答変位は，いずれも計測された加速度に対して周波数

領域でハイパスフィルタをかけたものを2階積分するこ

とで算出さした計算値である。 

実験 I では，応答加速度に着目すると，当然のことで

はあるが，実験の計測値からf を設定したケースが実験

結果とよく一致している。一方，土質試験に基づいてf 

を設定したケースは，応答加速度がやや小さめに算出さ

れている。ただし，応答変位については，いずれのケー

スも実験結果と傾向が大きく異なる。残留変位が異なる

ことは前述の理由によりやむを得ないが，振幅自体が大

きく異なっている。 

実験 IIについても，当然ながら，遠心実験の計測値か

らf を設定したケースが応答加速度，応答変位ともに遠

心実験の結果の予測精度は高い。一方，土質試験に基づ

いてf を設定しケースは，応答加速度が大きめに，応答

変位が小さめに算出されている。 

 



構造物基礎の新耐震設計体系の開発 

 

 - 9 - 

-500

0

500

10 15

-0.2

0

0.2

Time(sec)

A
c
c
.(

g
a
l)

D
is

p
.(

m
)

実験値 計算値 (f = fM)

計算値 (f = fc)

 
(a) Case I―a 

 

-500

0

500

10 15

-0.2

0

0.2

Time(sec)

A
c
c
.(

g
a
l)

D
is

p
.(

m
)

実験値 計算値 (f = fM)

計算値 (f = fc)

 

(b) Case I―b 

-500

0

500

10 15

-0.2

0

0.2

Time(sec)

A
c
c
.(

g
a
l)

D
is

p
.(

m
)

実験値 計算値 (f = fM)

計算値 (f = fc)

 
(c) Case II 

図-4.3.1 地表面における応答加速度および応答変位 

 

4.3.2 構造物の応答の推定精度 

図-4.3.2に，Case Iはおもりの天端中心位置，Case II

は上部構造の慣性力作用位置における応答加速度及び変

位の時刻歴を示す。実験値のうち，応答加速度は当該位

置に取り付けた加速度計により計測された値である。ま

た，応答変位は，Case Iについては画像解析により評価

された値である。Case IIは，上部構造の変位を計測して

いないため示していない。 
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(c) Case II 

図-4.3.2 おもり天端中心位置，上部構造位置における応答加速度およ

び応答変位 

 

応答加速度については，いずれも解析結果は実験結果

を良く予測できている。一方，Case Iの応答変位につい

てみてみると，解析結果は実験結果を予測できていない。

この一因として，4.3.1で示したように，荷重として作用

する地盤変位を予測できなかったことが挙げられる。 

以上から，構造物の応答を予測するためには，荷重と
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して作用する地盤の応答の推定精度に大きく影響される。

このため，地盤のモデル化やそのパラメータの設定方法

について，さらなる検討が必要である。 

 

5 地盤物性値のばらつきの影響の評価 

5.1 ばらつきを考慮する地盤物性値 

次に，解析に用いる物性値のばらつきが構造物の応答に

与える影響を評価することとする。具体的には，4章に述

べた解析において採用した地盤物性値の特性値をばらつ

きを考慮した値として4章と同様に解析を行い，地盤物性

値のばらつきによる構造物の応答の違いを評価した。 

ばらつきを考慮する地盤物性値は次の通りである。周辺

地盤の挙動のばらつきは，最大せん断応力度 fをばらつか

せることにより考慮した。水平抵抗について，バネのばら

つきは地盤の変形係数 E を，上限値のばらつきは砂質土

の内部摩擦角φをばらつかせることで考慮した。鉛直抵抗

について，本研究で用いたバネモデルは地盤の物性値の関

数となっていないため，ばらつきを考慮していない。支持

力の上限値については，砂質土の内部摩擦角φをばらつか

せることで考慮した。 

それぞれのばらつきは，既往の実測値，実験値から評価

した。評価したばらつきの結果を表-5.1.1に示す。本研究

では，このばらつきの範囲内で，それぞれの地盤物性値を

1σ分大きめ，小さめ（σ：標準偏差）に変化させた値を

用いて動的解析を行い，それぞれの地盤物性値のばらつき

により，構造物の応答にどの程度の影響が生じるかを確認

した。 

 

表-5.1.1 ばらつきを考慮する地盤物性値のばらつきと

影響を与える特性値 

地盤パラメー
タ 

変動係
数 

変化する項目 

E 0.35 基礎・地盤間のバネ剛性 

c 0.35 ・地盤反力度の上限値 
・押込み支持力，引抜き支
持力 

 0.10 

τf 0.50 周面地盤の規準ひずみ 

 

5.2 地盤物性値のばらつきが構造物に与える影

響の評価 

図-5.2.1に，Case Iについてはおもりの天端中心位置，

Case IIについては上部構造の慣性力作用位置における応

答加速度の時刻歴を，図-5.2.2に図-5.2.1で示した時刻

歴の最大値・最小値を示す。 
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(a) Case I―a              (b) Case I―b               (c) Case II 

図-5.2.1 地盤物性値のばらつきが応答加速度に与える影響 

 
図-5.2.2 上部構造天端位置，フーチング天端位置の水平加速度の最大値・最小値 

6  
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いずれのケースも，実験値と解析値を示しており，解

析値は地盤物性値を基本値とした基本ケースと大きめ，

小さめに評価した場合の結果を示している。実験値は当

該位置に取り付けた加速度計により計測された値である。

また，図-5.2.3は，図-4.1.1，図-4.1.3中に○印で示し

た杭について，杭前面の地盤反力度の深度方向分布を示

したものである。図-5.2.3中には，地盤反力度の上限値

も合わせて示すが，地盤反力度の上限値は，地盤物性値

を変化させても大きく変わらなかったため，基本ケース

のみを示している。 

砂質土の内部摩擦角を変化させたことによる応答加

速度の変化量は，いずれのケースにおいても非常に小さ

い。これは，図-5.2.3の地盤反力度の深度方向分布に示

すように，本研究で解析対象としたいずれのケースにお

いても，地盤反力度の上限値に達している領域は杭頭部

の極浅い部分であるためである。さらに，を変化させ

ても地盤反力度の上限値は大きく変わらなかったために，

地盤の塑性化領域があまり変化しなかったことも要因で

ある。 

地盤の変形係数Eを変化させた場合の応答加速度の変

動を見てみると，応答加速度の変化量は内部摩擦角を

変化させた場合と同様に僅かである。地盤の変形係数 E

は地盤反力度の初期勾配に影響するが，本研究では地盤

反力は地震動入力後にすぐに上限値に達したため，初期

勾配の影響が構造物の応答に与える影響が小さかったも

のと考えられる。 

最大せん断応力度f を変化させた場合は，いずれのケー

スにおいても，f を小さめに評価した場合には応答加速度
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図-5.2.3 地盤反力度分布 
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が小さくなり，f を大きめに評価した場合には応答加速度

は大きくなる。これは，f を大きく評価することで地盤が

大きなせん断応力を負担し，地表面に強い地震動が伝わる

ためである。フーチングや上部構造の応答加速度は，地表

面付近の地盤加速度に強く依存するため，上記のような変

化が現れた。Case IIでは，f を変化させたことにより，他

の地盤物性を変化させた場合の変動よりも大きかった。一

方，Case I―a, I―bの応答加速度は，f を変化させても大

きな変化が見られなかった。 

図-5.2.4に，図-5.2.1と同じ位置の応答変位の時刻歴

を示す。なお，実験値は，Case Iについては画像解析に

より評価された値であるが，Case IIについては上部構造

の変位を計測していないため示していない。また，図

-5.2.5 に図-5.2.4 に示した応答変位の最大値と最小値

を示す。 

図-5.2.4，図-5.2.5より，応答加速度と同様に，他の

地盤物性値に比べて最大せん断応力f を変化させた場合

の応答変位の変動が最も大きい。最大せん断応力f を大

きめに評価すると応答変位は小さく，最大せん断応力f

を小さめに評価すると応答変位は大きくなる傾向がある。

これは，最大せん断応力f を小さめに評価すると周辺地

盤の変位が大きくなり，それに伴って杭体の変形も大き

くなり，その結果，フーチングや上部構造位置の変位も

大きくなるためである。 

図-5.2.6に，杭体に発生するモーメントの深度方向分

布を示す。地盤物性値として基本値を用いた場合の解析

結果について見てみると，Case Iについては，解析結果

における最大モーメントの値は実験結果に比べてやや小

さいが，モーメントの深度方向分布は，実験結果と解析

結果で良く一致している。Case IIについては，深度方向

分布だけでなく，最大モーメントの値も実験結果と解析

結果で良く一致している。 

地盤物性値のばらつきがモーメントの値や深度方向分

布に与える影響について見てみる。前述の通り，地盤反

力度が上限値に達している領域は，杭頭部分のごくわず

かな領域に限られるため，のばらつきがモーメントに

与える影響もこの領域に限られる。加えて，浅い領域で

あるため，地盤反力度の上限値が小さく，その結果，

の変化に伴うモーメントの変動量もごくわずかであった。 

本解析モデルでは，の変化に伴うモーメントの変動

が杭頭の限られた領域であったのに対し，地盤の変形係

数Eを変化させたときには，モーメントが変動する領域

は，杭頭から杭先端付近までと比較的広い。これは，本

解析モデルでは深度方向に水平バネを配置しているため，

地盤の変形係数Eを変化させた場合には，深さ方向に配

した全てのバネが変化し，その結果，モーメント分布も

全体的に変動するためである。ただし，各深度における

モーメントの変動量は，地盤の変形係数Eを変化させて

も大きくは変わらない。 

や E を変化させた場合に比べると，最大せん断応力

f を変化させた場合のモーメントの変動は大きい。最大

モーメントのばらつきの程度を変動係数として求めると，

0.45となる。 

最大せん断応力f を変化させた場合にモーメントが

変化する理由は，最大せん断応力f を小さめに評価した

場合と大きめに評価した場合で異なる。最大せん断応力

を小さめに評価した場合は，地盤のせん断応力は小さく

なるため，周辺地盤は深い位置まで変形するようになる。

その結果，地中部の最大モーメントの発生位置も深くな

り，深度方向分布も異なる。一方，最大せん断応力度を

大きめに評価した場合は，地盤の応答変位は減少する。

ただし，前述の通り，最大せん断応力度を大きめに評価

するということは地盤の応答加速度を大きめに評価する

ことであり，その結果，フーチングに生じる応答加速度

は大きくなる。したがって，慣性力が大きくなり，それ

に伴って杭に生じるモーメントも大きくなる。このよう

に，杭に生じるモーメントは，最大せん断応力度を小さ

めに評価した場合には地盤変位，最大せん断応力度を大

きめに評価した場合には上部構造・フーチングの慣性力

に大きな影響をうける。どちらの影響が大きいかは，地

盤条件や構造諸元により異なるが，本解析ケースでは，

Case IIのように上部構造の重量が大きく，慣性力作用位

置が高い場合には慣性力の影響が，Case Iのように大き

な地盤変位が生じ，上部構造の重量が小さい，又は重心

位置が低いために慣性力の影響が小さい場合には，地盤

変位による影響が大きくなる。 

以上より，地盤の物性値のばらつきによって動的解析

により得られる構造物の応答値は大きく変動することが

分かった。また，基礎の動的解析にあたっては，地盤の動

的挙動の推定が極めて重要であること，地盤や構造物の動

的挙動は，特に最大せん断応力f によって大きく変化する

ことを示した。 
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(a) Case I―a              (b) Case I―b               (c) Case II 

図-5.2.1 地盤物性値のばらつきが応答加速度に与える影響 

 
図-5.2.2 上部構造天端位置，フーチング天端位置の水平加速度の最大値・最小値 

5  
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5.3 地盤物性値のばらつきに関するまとめ 

本研究では，最大せん断耐力f，地盤の変形係数E, 地盤の

強度定数（砂の内部摩擦角）のばらつきが構造物の応答に

与える影響について検討した。ばらつきを考慮した物性値に

ついて，構造物に与える影響が最も大きかったのは，最大せ

ん断耐力f であった。これは，f を変化させることにより，

荷重として作用する地盤の変位が変化するためである。した

がって，fのばらつきが構造物の応答に与える影響は，構造

物の応答が地盤の変位に強く影響される場合に顕著となる

一方，上部構造からの慣性力が支配的な条件では，fのばら

つきによる構造物の応答の違いは比較的小さくなる。 

なお，本研究では，ばらつきを考慮した動的解析の例とし

て地盤の物性値を取り上げたが，地盤の物性値の他に解析結

果に影響する物性値としては，例えばバネや支持力のモデル

誤差や，杭体の耐力のモデル誤差などもある。これらのモデ

ル誤差による解析結果の違いについては，今後の課題とした

い。 

 

6 照査項目と照査値の提案 

本章では，動的照査による場合の照査項目と，動的解析に

よって得られた応答値と比較する照査値について述べる。 

現行設計法において，基礎は原則として降伏しないことが

要求される。これは，基礎は地中部にあるため，その点検や

補修・補強は容易ではないため，大きな損傷を生じるとその

後の供用に甚大な影響を与えるため，基礎全体として弾性と

いう範囲にとどめることが望ましいことが理由である。ここ
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図-5.2.3 地盤反力度分布 
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で，基礎の降伏とは，慣性力作用位置において，変位が急増

する点とされている。道路橋示方書 IV では，各基礎につい

て降伏の目安が示されており，例えば杭基礎であれば全ての

杭が降伏する点，一列の杭の押込み支持力が上限値に達する

点である。また，ケーソン基礎では，前面地盤に占める塑性

領域がもしくは基礎底面に占める浮上り領域が60%に達す

る点，もしくはケーソン躯体の鉄筋が降伏する点である。鉄

筋の降伏数は躯体形状によって異なっており，円形断面の場

合は90度の円弧内に含まれるすべての鉄筋が降伏する点，矩

形断面の場合は背面側の壁における全ての鉄筋が降伏する

点である。 

これらの目安はいずれも平成8年度の道路橋示方書の改定

において，プッシュオーバー解析などにより検討されたもの

であり，動的解析に適用できるか否かは不明である。そこで，

本研究では，動的解析においてこれらの目安が照査指標（照

査項目・照査値）となるか否か，ならない場合はどのような

照査指標が考えられるかを検討した。 

 

6.1 検討対象の選定 

本研究の研究対象は，RC杭を有する橋脚の群杭基礎とす

る。これは，中谷らの検討によれば，杭基礎の中でも既製

コンクリート杭基礎の耐震性は比較的低いこと 24)，さらに，

安藤らの検討によれば，既製コンクリート杭の中でも，RC

杭は最も耐震性低い杭種であるとされているためである 25)。 

RC杭基礎は昭和30~40年代に多用された杭であるため，

本研究では，当時の道路橋基礎の設計基準である下部構造

設計指針 くい基礎の設計篇 26)を参考に当時の諸元の基礎

を設計し，設計したRC杭基礎に対して動的解析（Case S1）

およびプッシュオーバー解析（Case P1）を実施する。なお，

当時の主な施工法は打込み杭工法であったため，本研究で

も打込み杭工法による施工を想定して設計した。設計した

杭基礎および地盤条件を，図-6.1.1 に示す。設計の結果，

600mmの径の杭を25本（5×5）配置することとした。 

 

6.2 動的解析モデルと入力地震動 

 モデル化の対象，橋脚・上部構造のモデル，周辺地盤

および地盤の水平抵抗のモデル化は，4 章及び 5 章のモ

デルと同じである。 

杭―地盤間の鉛直抵抗は，杭周面の摩擦抵抗と杭先端

の地盤抵抗をそれぞれモデル化する，いわゆる Cs―Kv

法を採用した。そして，周面摩擦力は押込み・引抜きの

荷重に抵抗する正負両側のバイリニアモデルとし，先端

支持力は浮上り時には抵抗しない片側のバイリニアモデ

ルとした。周面摩擦力・先端支持力は現行道示に示され

る打込み杭工法の値を用いた。 

杭体はファイバー要素を用いてモデル化した。コンク

リートの応力－ひずみ関係は、杭内部にコンクリートが

充填されている区間は、スパイラル筋による拘束効果を

考慮して道路橋示方書Ⅴ耐震設計編の式を用い、杭内部

にコンクリートが充填されていない区間と中詰めコンク

リートは、道路橋示方書Ⅲコンクリート橋編の式を用い

た。コンクリートの履歴則は、修正六車モデルを用いた。

鉄筋は、降伏応力度を上限値とするバイリニア型でモデ

ル化した。 

入力地震動は，Type I地震動として3波，Type II地

震動として5波採用し，いずれも橋軸直角方向に入力し

た。また，5 章の結果を踏まえ，最も応答の大きかった

地震動については，fをばらつかせた解析も実施した。 

 

 

図-6.1.1 設計した橋梁および地盤条件 

 

6.3 解析結果 

図-6.3.1に，ある一波について，動的解析の結果得ら

れた上部構造位置の荷重―変位関係，およびプッシュオ

ーバー解析により得られた上部構造位置の荷重―変位関

係を示す。同図には，解析において生じたイベントを合

わせて示している。 

プッシュオーバー解析の結果，全ての杭は曲げ降伏に

至り，現行道示における「全杭降伏」という基礎の降伏

の目安に達しており，上部構造位置の変位は全杭降伏と

同時に急増していることが分かる。なお，押込み支持力

については，もう一つの基礎の降伏の目安となる「一列

の杭が押込み支持力の上限値に達する」状況には至って

いない。 

一方，動的解析の結果も全ての杭が降伏に至っており，

現行設計法で言うところの全杭降伏に至っている。さら

に，支持力についても，最前列の杭が押込み支持力の上
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限値に達している。ただし，荷重―変位曲線には変位急

増点が見られず，微小変位レベルから最大変位までほぼ

同じ剛性のループとなっている。以上から，本検討で対

象としたRC杭基礎の場合には，全ての杭が降伏するこ

とや一列の杭の支持力が押込み支持力の上限値に達する

ことが上部構造位置の変位急増点とはなりえないことが

わかる。 
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図-6.3.1 上部構造位置の荷重―変位関係 

 

この結果についてより詳細に検討するため，橋軸直角

方向の杭を強制的に減じた基礎（杭の配列：5×3）に対

して動的解析を実施した。以後，このケースをCase S2

と呼ぶ。上部構造位置の荷重―変位関係を図-6.3.2 に示

す。Case S2の動的解析の結果，全杭降伏には至らなか

った一方で，最前列の杭（5 本）は押込み支持力の上限

値に達した。Case S1では全杭降伏に至ったのに対し，

杭本数が少ないCase S2では全杭降伏に至らなかった理

由は，Case S2では支持力の上限値に達することで支持

力破壊が先行し，杭体に大きな荷重が導入されなかった

ためである。そして，荷重―変位曲線を見ると，押込み

支持力の上限値に達した点において，上部構造位置の変

位が急増しており，図-6.3.1 に示した動的解析の結果と

比較すると，明らかに剛性の低下が確認できる。以上か

ら，杭本数を減じたことにより，上部構造の変位が増加

したことが分かる。 

Case S1，S2ともに支持力の上限値に達しているにも

かかわらず，Case S1 では上部構造変位が急増せず，

Case S2では急増したのは，上限値に達した杭の割合の

違いの影響であると考えられる。すなわち，Case S1，

S2 ともに上限値に達した杭の本数は 10 本であるが，

Case S1 の杭は計 25 本あり，上限値に達した杭は半数

以下の40%（10/25）である。一方，Case S2ではそも

そも杭本数が計15本と少ないため，同じ10本でも全杭

の66%が上限値に達したことになる。以上から，動的解

析では，プッシュオーバー解析に比べて，最前列の杭が

支持力の上限値に達したか否かは，上部構造にとっては

影響が小さく，むしろ全杭のうち何%の杭の支持力が上

限値に達したかが支配的になる可能性がある。これにつ

いては，解析ケースを増やし，各杭の荷重分担率の分析

などにより，より詳細に検討する必要がある。 
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図-6.3.2 杭本数を減じた基礎に対する動的解析で得られ

た荷重―変位関係 

 

6.4 照査項目，照査値のまとめ 

RC 杭基礎の場合は，上部構造位置の変位を抑えると

いう観点からは，支持力の上限値に達する杭の割合が重

要であるという可能性を示した。以上から，動的解析に

よる耐震性の照査を行う場合には，安易に「前列杭が押

込み支持力の上限値に達した」ことをもって耐震性を評

価するのではなく，上限値に達する杭の割合，それに伴

って生じる上部構造の応答変位等に着目して評価するの

が良いと考えられる。なお，今回は部材耐力よりも支持

力が支配的な構造物であったが，構造物の諸元や杭種，

杭配置等によっては，部材強度が支配的になる場合もあ

り得ると思われる。これらについても，杭体の塑性化に

伴って上部構造にどの程度の変位が生じるかが一つの判

断基準になろう。 

以上から，少なくとも杭基礎については，動的解析に

おける照査項目，照査値の一つとして，上部構造の応答

を抑えるという観点から，上部構造位置の変位が急増し

ないようにとどめることが考えられる。この照査項目・

照査値の妥当性の検証のためには，大地震に対して上部

構造位置の変位が急増しないようにとどめた結果，基礎
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はどのような状態になっているのか，大地震後にも常時，

レベル 1 地震時に対する要求性能を満足しているのか，

さらに二度目の大地震に対しても一度目と同程度の応答

にとどめることができるのか等について，解析的な検討

だけでなく，実験的な検討，実橋梁の被災分析が必要で

あると考えられる。 

 

7 まとめと今後の課題 

本研究では，道路橋基礎を対象とした動的解析におい

て，地盤の物性値のばらつきが解析結果に与える影響を

評価するとともに，動的解析における照査点を提案する

ための検討を行った。本研究で得られた成果は以下の通

りである。 

・地盤の内部摩擦角，変形係数，せん断応力をばらつか

せた解析を行った結果，地盤物性値の中でも，地盤のせ

ん断応力のばらつきが解析結果に与える影響が大きいこ

とを示した。 

・動的解析における照査項目として，従来の設計法で目

安とされている全杭降伏は照査項目となりえず，さらに

大きな照査値を定められる可能性を示した。今後，さら

に解析や実験，平成 23 年東北地方太平洋沖地震により

被災した実橋梁基礎に対する再現解析等を実施し，道路

橋基礎に対する動的照査手法の検証を進めていく予定で

ある。 
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Abstract ： In the current seismic design code for highway bridge foundations, complex dynamic 

behavior of foundations is simplified to static behavior, and only inertia force of superstructures is 

considered as an external force. Because the performance based design method has widely used, however, 

it is urgent to introduce the performance based design concept in design method of bridge foundations, 

and thus the actual dynamic behavior should be considered in design. Therefore, it is necessary to develop 

a seismic design method based on dynamic response analysis considering soil-structure interaction. On 

the other hand, there are many the precast concrete pile foundations in Japan, and their seismic capacity is 

very low. So, we need to evaluate their seismic capacity more particularly.  

In FY 2012, we compare the results of dynamic analysis and ductility design method to entertain the 

verification value. In the results, we know that the verification value of the ductility design method can’t 

be the value on the dynamic analysis. We have to propose the verification term and value for dynamic 

analysis. And we summarize the results of exist research and this research, compile an outline for the 

dynamic design method.  

Key words : bridge, pile foundation, seismic design, dynamic analysis 




